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【背景】公共事業評価が導入されてから 10 年余り経過し、既に多くの海岸事業が事業評価を受けてい

ます。一方、事業評価および事業評価のうち大きなウエートを占める費用便益分析（Ｂ／Ｃ）について

はマニュアルが随時、改訂されています。これらのマニュアルの改訂および弊社で実施した全国での

実績を踏まえ、効率的な事業評価資料作成を提案します。 

図-11 の出典：海岸事業の再評価説明資料〔石川海岸直轄海岸保全施

設整備事業〕平成１７年１１月 北陸地方整備局

図-3.3 の出典：直轄海岸保全施設整備事業（高知海岸南国工区、長浜

～新居工区）再評価 平成２０年１１月７日 国土交通省 四国地方整備

局

お問合せは、支店営業担当者または、本社海岸グループ（電話03-5959-2507　FAX03-5959-2506）までお願いいたします。



～海岸事業と河川事業の違いについて～ 

複数年の汀線の変化状況 

越波量の算定 

経年変化(10,20,･･･年後)する諸
条件(堤脚地盤高等)の設定 

↓ 
確率年別（1/10,1/20,･･･確率年）

の外力(波浪･潮位)の設定 
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時系列に関するモデル化 
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合田の越波量推定図 

想定浸水地域の設定 

地盤高データの作成 
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レベル湛水法 
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浸水深規模別浸水地域 

侵食速度の設定 

過去の測量成果 
・航空写真からの汀線の読取 
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○河川事業の場合
「確率年別に発生する氾濫」による単純な単独被害 

○海岸事業の場合
「経年的に進行する侵食」と「確率年別に発生する浸水」 

による複雑な複合被害 

→侵食の進行に伴い、侵食区域の拡大や堤防・護岸の堤脚地盤の低下、 

更には破堤が生じる事により、越波が増大し浸水被害も拡大。 

お問合せは、支店営業担当者または、本社海岸グループ（電話03-5959-2507　FAX03-5959-2506）までお願いいたします。


